
担当 電話

（出資割合 ）

① ② ③

〒 電話

（詳細については事業評価シート参照）

[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　

[設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

① ②

③ ④

⑤ ⑥

÷ 総支出

(3)主要事業の有効性 （出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量 （出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

役員 10歳代 23 年
常勤取締役 20歳代 15 年
常勤監査役 30歳代 6
非常勤取締役

非常勤監査役 取締役
職員 監査役

常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

令和３年度　出資団体評価シート

令和3年4月1日現在(単位：人)

H31.4.1時点
R02.4.1時点

総数

8

81

50歳代
60歳代

プロパー職員の年齢構成
取締役40歳代

0 0

0 0 1 監査役

4
1

0

0 0

1
4

43.1

団体所在地

２　実施事業

沿
革

地域暖房計画を具体化するために設立

都心地区熱供給開始

光星地区熱供給開始

　エネルギー消費密度が高い都心部で、高効率設備を持つ
複数の生産拠点(エネルギーセンター)において温冷熱を供
給することで、都市環境の向上や都市防災に資するまちづ
くりができる。

主な出資者
北海道瓦斯 (78.5%) 札幌市 (19.8%)

札幌市東区北7条東2丁目1-1　北ガスグループ本社ビル3階060-0907 011-741-1311

(1)

冷温水及び蒸気による熱供給事業（６ページ）

１　基本情報

団体名 (株)北海道熱供給公社

設立年月日

設立・出資目的

基本財産

所管課

記入者

昭和43年(1968年）12月23日

本市出資額

出資年月日

昭和43年

昭和46年

昭和47年

北海道 (1.7%)

600,000千円 18.1%3,313,658千円

昭和43年(1968年）12月23日

　設立当初の目的であった札幌都心部
の大気汚染防止のほか、当該団体の安
定した熱供給が、環境負荷の低減、未
利用エネルギーの推進など地球温暖化
防止・都心の低炭素化、防災等に寄与
するものであることから、今後も市政
と連携するため出資を維持している。

011-211-2877猪本

環境局環境都市推進部環境政策課

代表者 代表取締役社長(常勤)　　近藤　清隆　(市以外)

平均年齢

2

□■

　省エネ効果が高い熱の面的供給によって、都市環境の向上とエネルギーの効率的な利用が実践され
ている。また、木質バイオマス燃料を最大限使用し、都心における低炭素化に貢献している。

(2)総支出に占める事業支出割合 82.4%

評価

理由

代表権のある役員の
就任年月

役員の任期

評価

(主要事業支出合計 3,599,914千円 4,368,133千円)

十分出ている □高める余地あり

1

理由

本市OB

３　団体職員・構成員等

□

74
78

R2.4
H19.6

57 8

2

14 職員総数の推移(人)

歳

12
140 0 0 0

本市派遣プロパーその他

出ていない

実施されている ■一部見直す必要がある □

　都心における省エネルギー促進やエネルギー有効利用による低炭素化を推進していくためには、更
なる熱供給区域の拡大や未利用エネルギー活用の取組が必要である。

実施されていない

(株)北海道熱供給公社1



※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）

経常収入（a+f）

売上高（a）

営業費用（b）

うち人件費(d)

営業利益（e）

営業外収益（f）

当期純利益(g)

資産(h)

流動資産(i)

固定資産(j)

負債(k)

流動負債(l)

固定負債(m)

純資産(n)

資本金(o)

借入金残高(p)

R2年度決算の概要　

区分

e

h

k

※詳細は、別添の貸借対照表、損益計算書を参照。

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額

うち市業務委託分

再委託率

 損失補償等限度額

 損失補償契約等に係る債務残高

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

(＋187,359)

うち販売費・一般管理費（c）

R1年度決算 R2年度決算

R2年度決算

損
益
計
算
書

経常収入内訳

貸
借
対
照
表

営業外

営
業

3,025,250

854,708

1,165,700

5,116,827

5,024,240

4,721,959

689,370

497,985

793,346

553,302

220,517

88,702

187,358

12,495,529

0

新型コロナウィルス感染症の影響による商業施設や宿泊施設での時間短縮営業・休業の実施等に伴い熱・電力販売量が減少
し、前年に比べ売上高（営業収益）は435百万円の減少となった。営業費用はガスの基準原料価格の低下や販売量減少に伴う
使用量の減少等により353百万の減少となった。この結果、営業利益は81百万円（27.1％）の減少となった。

新規導管設備の取得があった一方で、当期減価償却及び建設仮勘定の減少等により、資産全体では前
年比452百万円（3.4％）の減少となった。

流動負債は前年末に未払計上していた工事代の支払等により520百万円減少し、固定負債は設備資金
返済に伴う長期借入金減少などにより前年比119百万円減少。負債全体では前年比639百万円
（8.9％）減少した。

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

0

0

(▲ 225,401)

(0)

(0)

0

0

(0)

(0)

0

0

0

0

0

(0)

(＋55,317)

976,580

0

５　本市の財政的関与

（前年比）

(0)

(0)

(0)

区　分

区　分

0

 市貸付金残高

 市補助金・交付金・負担金 0

85

85

85

0

0

0

0

11,971,046

7,203,032

6,037,332

R1年度決算

(▲ 119,360)

0

0

 市貸付金

(0)

(0)

(0)

(＋85)

(＋85)0

0

0

0

0

0

(＋85)

5,744,593

(0)

(0)

(▲ 639,456)

(▲ 520,096)

(▲ 18,046)

(▲ 434,051)

268,243

４　財政状況

（経常収入比）

(▲ 353,826)

(＋103,976)

(▲ 439,475)

(▲ 435,590)

（前年比）

財
務
状
況

(▲ 80,885)

(▲ 452,097)

(▲ 81,764)

(▲ 3,885)

302,281

92,587

12,947,626

4,677,352

4,588,650

4,368,133

(100.0%)

(17.0%)

(11.8%)

6,563,576

11,536,995

958,534

5,517,236

1,046,340

5,931,952

3,025,250

629,307

(株)北海道熱供給公社2



６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-o)

自己資本比率(n÷h)

流動比率(i÷l)

固定比率(j÷n)

借入金依存度(p÷h)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

(注１)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金・負担金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の総括評価

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照

　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(1)出資・出捐

No.

目標
実績
目標
実績

(2)人的関与

No.

目標
実績
目標
実績

　○総括評価

【取組結果】
達成

　○取組目標

　○総括評価
達成

【取組結果】

　市職員の派遣は行わないものの、今後も本市の政策を経営に反映させるため、市職員の取締役就任は
必要である。

0人0人0人
市派遣職員数

0人
0人0人

○本市幹部の役員枠を継続する

0人0人 0人
1人

② 本市からの取締役就任数（非常勤）

評
価

①

H28年度 H29年度

　北海道瓦斯（北ガス）の子会社である当該団体の経営状況は安定している一方、札幌市として気候変
動対策推進の重要性は増しており、今後も都心部の低炭素化は大きな課題である。そのため、当該団体
との連携、関係維持が必要あることから、出資を当面継続することとした。

市収入(注2)÷経常収益

計画策定時

H28年度 H29年度

ここでは、具体的な行動計画(※1)で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況と集中取組
期間の総括評価を行う。

○経営状況や市との関係を勘案しつつ出資の必要性を検討する

H30年度 R元年度 R2年度

H30年度 R元年度 R2年度

600,000千円

600,000千円

検討･調整
検討･調整

市出資額
600,000千円

600,000千円

0人
0人

　指標名

①

②
－

実施
実施

600,000千円

600,000千円

方針決定
方針決定

600,000千円

検討･調整
検討･調整

600,000千円

600,000千円

検討･調整
検討･調整

出資の見直し検討

600,000千円

600,000千円

13.7% 17.3% (＋3.6%)

0.0% 0.0% (0.0%)

0.0% 0.0% (＋0.0%)

（金額単位：千円）

前年比較減

項　目

前年比較減

前年比較増

(前年比)

⑵生産性

69,146千円 59,966千円 (▲ 9,180千円)

9,316千円 10,171千円 (＋855千円)

12.1% (＋2.1%) 前年比較減

評価基準

管理費等÷経常収益

9.9%

前年比較減

備　考

固定資産÷正味財産

6.6% 5.0% (▲1.6%) 借入金残高÷資産

正味財産-基本財産

44.4% 47.5% (＋3.1%) 正味財産÷資産

前年比較増

≧50％

≧150%

≦100％

R1年度 R2年度

16.2% 17.4% (＋1.2%) 流動資産÷流動負債

208.4% 194.5% (▲13.9%)

⑴健全性

2,719,343 2,906,702 (＋187,359)

理
由

　当期純利益の計上により剰余金が増加し、また、設備資金の返済により借入金依存度が低下したた
め、健全性は前年に比べ高くなった。
　令和元年度は燃料価格の低下や減価償却費の減少等が重なり営業収益が大幅に増加したが、令和2年
度は新型コロナウィルス感染症の影響により経常収益が減少したことから、生産性は低下した。
　また、市からの収入に依存せず自立性は高い。
　なお、(1)健全性に係る評価基準を下回るものの、継続して当期純利益を計上していることから、全
体の評価については「概ね健全」とした。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

人件費÷経常収益

経常収益÷職員総数

健全性の評価 高い □□■ 概ね健全 やや低い 低い□ 非常に高い □

　○取組目標
　指標名

計画策定時

1人 1人1人

前年比較減

前年比較減

人件費率(経常収益比)(d÷a)

管理費率(経常収益比)(c÷a)

1人
1人1人1人

1人1人1人

評
価

(株)北海道熱供給公社3



(3)団体の活用

No.

目標
実績
目標
実績

(4)更なる経営の安定化

No.

目標
実績
目標
実績

(5)団体統制

No.

目標
実績
目標
実績

(6)札幌市の施策との連動

No.

目標
実績
目標
実績

②

①

概ね現状維持

85件

76百万円 28年度末ﾍﾞｰｽ維持

概ね現状維持

単年度収益の確保

計画策定時
　指標名

① 組織運営体制の強化･見直し
実施 実施 実施

　○総括評価
達成

概ね現状維持 概ね現状維持

89件 89件 84件 85件 87件 89件

　都心部接続件数は、概ね現状維持されているが、今後も事業拡充に向けた取組が重要。
　障がいのある方の雇用については、再び法定数（1人）を満たすよう、市としても引き続き取組を促
す。

　○総括評価
未達成

【取組結果】

① 都心部接続件数
概ね現状維持 概ね現状維持

②

概ね現状維持

89件

○積極的な営業展開とコスト削減

87件

　○総括評価
達成

概ね現状維持

89件

198百万円 135百万円 339百万円 267百万円

実施

　平成28年度から熱料金(都心地域）に原料(天然ガス）価格の変動を反映できる燃料費調整制度を導入
し経営の安定化に努め、一方で安定供給に向け必要な設備投資を行っている。
　令和2年度は、新型コロナウィルス感染症の影響により熱・電力販売量が前年に比べ大幅に減少した
が、燃料費等の営業費用も減少したことから、267百万円の経常利益を確保した。

R元年度 R2年度H28年度 H29年度 H30年度

障がいのある方の雇用人数
法定数を満たすよう検討 法定数を満たすよう検討 法定数を満たすよう検討 法定数を満たすよう検討 法定数を満たすよう検討

0人 0人 1人 0人 0人 0人

　指標名
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

　○総括評価
達成

　○取組目標
計画策定時

【取組結果】

　北ガスグループで発刊しているコンプライアンス通信の社内周知等、必要な事例について研修などで
社内共有を徹底している。

【取組結果】

実施 実施 実施

○法令等を遵守し不正不祥事･事故の発生を未然に防ぐ体制の強化
実施 実施
実施 実施

　○取組目標

②

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

概ね現状維持

　指標名
○環境負荷の少ない都市を構築するため、当該団体の地域熱供給基盤を活用する

概ね現状維持

28年度末ﾍﾞｰｽ維持

　○取組目標
計画策定時

　指標名

①

②

都心部接続件数

【取組結果】

　今後も地域熱供給基盤の維持や拡大によって札幌都心部の低炭素化を推進する必要がある。
評
価

評
価

評
価

評
価

89件

28年度末ﾍﾞｰｽ維持 28年度末ﾍﾞｰｽ維持

84件

○札幌市のエネルギー施策を着実に推進する

　○取組目標
計画策定時

205百万円 230百万円

(株)北海道熱供給公社4



ホームページ公開情報
ホームページアドレス
Eメールアドレス

【経営状況等】
■ 定款 ■ 役員名簿 □ 団体機構図 □ 事業計画書 □ 予算書
■ 事業報告書 ■ 決算書 □ 中長期的な経営計画

【事業情報等】
■ 実施事業（イベント）情報 □ 管理施設情報
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和３年7月1日現在のものです。

８　情報公開等の状況

パンフレットを発行し、各エネルギーセンターに備え付け広報誌・冊子の発行：

hnc-ml-hokunetsu-info@kitagas.com
https://www.hokunetsu.co.jp/

(株)北海道熱供給公社5



１．事業概要

２．実施結果

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

➊ 木質燃料の使用量（ｔ）

⑴
事
業
収
支

(

単
位
　
千
円

)

項目

▲ 101,559
97.18%

74.8

⑵活動指標

R1年度 R2年度

自主事業収入（補助金除く） 3,498,355
0

事業評価 （ 1 ） 冷温水及び蒸気による熱供給事業

事業所管課： 環境局環境都市推進部環境政策課 担当： 猪本 電話： 211-2877

⑶事業開始 昭和46年(1971年）10月1日（供給開始）

【市の関連事業名】
気候変動対策推進事業
都心エネルギープラン推進事業

市委託料(一般競争入札) 0

⑵事業目的
エネルギー消費密度が高い都心部において、高効率設備を持つ複数の生産拠点（エネルギーセンター）に
おいて冷温熱を供給することで、都市環境の向上や災害への強靭化につなげていく。
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□

　当該団体の事業は、気候変動対策等の環境保全、防災性の向上、省エネルギーによる資源の節約等の
大きな社会的効果がある。また、木質バイオマス燃料を最大限使用し、都心における低炭素化に貢献し
ている。
　今後もCO2排出量削減の取組を推進し、地域熱供給の優位性のもと、供給区域内の需要家（接続先）
を拡大することで、より一層事業の有効性を高めることができる。
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　収支状況は良好であるが、天候や燃料費価格の影響を受けやすいことから、長期的な視点に立った事
業展開とコスト削減等による経営基盤の強化を図っていくことが必要である。
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(▲ 107,539)
(▲ 2.98%)

R1年度実績

⑴事業内容

(1)冷温水及び蒸気による熱供給事業事業
　・熱エネルギーを供給エリア内の建物に導管を通じ安定的に供給する。
　　供給エリアは、札幌市中央区都心部と札幌市東区光星地域の２エリア
　　があり、供給拠点として①中央エネルギーセンター、②札幌駅南口エ
　　ネルギーセンター、③道庁南エネルギーセンター、④赤れんが前エネ

0

0　　ルギーセンター、⑤創世エネルギーセンター、⑥光星エネルギーセン
　　ター（東区）が存在する。
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26,500

市交付金

44,198

(▲ 320,048)
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貸 借 対 照 表 

（２０２１年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 ・純資産 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

固 定 資 産 

熱供給事業固定資産 

 有 形 固 定 資 産  

    製 造 設 備 

供 給 設 備 

業 務 設 備 

 無 形 固 定 資 産 

その他無形固定資産 

熱供給事業外固定資産 

建 設 仮 勘 定 

投 資 そ の 他 の 資 産 

長 期 投 資 

長期前払費用 

繰延税金資産 

 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売  掛  金 

諸未収入金 

貯  蔵  品 

前 払 費 用 

関 係 会 社 短 期 債 権 

その他流動資産 

貸倒引当金 

１１,５３６,９９５ 

１０,９５６,４９１ 

１０,９２３,９４３ 

６,９７４,７６１ 

３,９３４,２８１ 

１４,９０１ 

３２,５４８ 

３２,５４８ 

１３３,２８４ 

１４９,４７１ 

２９７,７４７ 

１３７,８２１ 

１１ 

１５９,９１４ 

 

９５８,５３４ 

４１４,８２６ 

４１９ 

３７４,６７８ 

１１５,９３１ 

２,８４７ 

４１,５３２ 

８,６９９ 

１２３ 

△  ５２５ 

固 定 負 債 

長期借入金 

退職給付引当金  

修繕引当金 

資産除去債務 

その他固定負債 

流 動 負 債 

１年以内に期限到来の固定負債  

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未払法人税等 

預  り  金 

関係会社短期債務  

賞与引当金 

固定資産撤去損失引当金  

諸 前 受 金 

 

負 債 合 計 

１,０４６,３４０ 

４５６,１６６ 

１３７,６７１ 

２３９,００８ 

１８７,２００ 

２６,２９４ 

５,５１７,２３６ 

１７３,１４１ 

     １２,１１５ 

５１８,６６９ 

２７,６６６ 

     ７３,９７１ 

１１,６０３ 

４,６０９,９４５ 

 ４１,６８５ 

３０,５００ 

１７,９３７ 

 

６,５６３,５７６ 

   

株主資本 

資  本  金 

資本剰余金 

資本準備金 

利益剰余金  

 利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

 

純資産 合 計 

 

３,０２５,２５０ 

２８８,４０８ 

２８８,４０８ 

２,６１８,２９４ 

６,０００ 

 ２,６１２,２９４ 

１,５３１,２６５ 

１,０８１,０２８ 

 

５,９３１,９５２ 

資  産  合  計 １２,４９５,５２９７ 負 債 純 資 産 合 計 １２,４９５,５２９ 
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損 益 計 算 書 

２０２０年４月 １ 日から 

２０２１年３月３１日まで 

                                                      （単位：千円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

 

熱供給事業営業費用 

 製 造 費 

供給販売費 

一般管理費 

 

 

熱供給事業外営業費用 

 

営 業 利 益 

 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

雑 支 出 

 

 

経 常 利 益 

 

 

税引前当期純利益金額 

 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当 期 純 利 益 

 

 

 

３,５９９,９１５ 

２,８０６,５６８ 

６２９,４６０ 

１６３,８８６ 

 

 

７６８,２１７ 

 

２２０,５１６ 

 

４２,０３４ 

３０,７６５ 

１１,２６９ 

 

 

２６７,１８４ 

 

 

２６７,１８４ 

 

８２,２１２ 

△２,３８６ 

１８７,３５８ 

 

 

 

 

 

 

 

熱供給事業営業収益 

温 熱 料 

冷 熱 料 

給 湯 料 

営業雑収益 

 

熱供給事業外営業収益 

 

 

 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

雑 収 入 

 

 

 

 

 

 

３,４９８,３５５ 

２,２４２,９５６ 

１,１７５,９５４ 

５７,４６８ 

２１,９７６ 

 

１,０９０,２９４ 

 

 

 

８８,７０２ 

２ 

８８,７００ 

 

 

 

 

 

 

 


